
新潟市緑化地区等への生垣等設置費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は，新潟市補助金等交付規則（平成１６年新潟市規則第１９号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか，緑豊かな住みよい都市環境及び景観づくりに推

進することを目的に新潟市樹木の保存及び緑化の推進に関する条例（以下「条例」と

いう。）第１７条第３項及び第２２条の規定による必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによ

る。

 （１）生垣等 下記に示す生垣及び高木性樹木のことをいう。

 （２）生垣 高さの均一な樹木に丸太・竹・杭等の補助材料を用いて，互いに葉が触れ合

う程度に列植した垣根をいう。

（３）高木性樹木 植栽時の地上高が２メートル以上のものをいう。

（交付の対象者）

第３条 補助金の交付を受けることができる者は，条例第１６条の規定により，緑化地区に

指定された地区内の土地又は，建物を所有し，又は管理する者及び都市緑地法（昭和

４８年法律第７２号）第４５条又は，第５４条の規定により締結され，同法第４７条

第１項の規定により認可のあった緑地協定又は同法５４条第４項の規定により効力

を生じた緑地協定の区域内の土地所有者等で本市において新たに生垣等を設置する

者とする。ただし，分譲を目的とする場合は除く。

（生垣等の条件）

第４条 前条に規定する生垣等は，次の各号に掲げるいずれの条件にも該当するものでな

ければならない。

（１）設置する生垣等が，国，県，市道，その他建築基準法上の道路に面していること。

（２）生垣は，前項に規定する道路に３メートル以上設置し，高さは１００センチメート

ル以上，長さは１メートル当たりに２本以上が列状に植え込まれていること。

（３）高木性樹木の間隔は５メートル以上の距離をとること。

（４）生垣等の樹種は原則，該当地区の協定等で定めているものであること。

（ブロック塀等の除去）

第５条 ブロック塀等の除去は，次の各号に掲げるいずれの条件にも該当するものでなけ

ればならない。



（１）除去の延長は，３メートル以上で生垣設置延長を超えないこと。

（２）除去後の高さがおおむね４０センチメートル以下であり，生垣の健全な育成を妨げ

ないこと。

（補助の対象経費）

第６条 補助金の対象となる費用は，次の各号に掲げるとおりとする。ただし，既存のもの

を流用する場合の材料費や，工事を申請者自ら行う場合の工事費は対象外とする。

（１）基盤造成に伴う既設構造物の撤去工事費

（２）基盤造成の工事費

（３）土壌，肥料，支柱及び生垣の材料費（第２条第３項の該当者は高木性樹木の材料費

も含む）

（４）植栽工事費

（補助金の額）

第７条 補助金の額は，予算の範囲内において次の各号に定めるものとする。

（１）前条に規定する費用の２分の１に相当する額とし，１，０００円未満の端数がある

ときは，これを切り捨てた額とする。

（２）前項の限度額を５万円とし，過去にこの要綱で補助を受けた建築物等の対象者は除

く。

（３）生垣等の設置について，国，県，その他の団体からの補助金等を受ける場合は，対

象経費からその補助金等の額を差し引くものとする。

（補助金の交付申請）

第８条 補助金の交付を受けようとする者は，補助金交付申請書に次に掲げる書類を添付

して，事業の実施前にあらかじめ申請しなければならない。

（１）新潟市緑化地区等への生垣等設置費補助金交付申請書（第１号様式）

（２）生垣等設置計画書（第２号様式）

（３）生垣等設置案内図・計画図（第３号様式）

（４）事業の実施場所の現況写真（事業着手前）

（５）事業に要する費用の見積書

（６）申請者と事業の実施場所の所有者が異なる場合は，当該所有者の承諾書

（７）その他市長が必要と認める書類

（交付決定及び通知）

第９条 市長は，前条の規定により補助金の交付申請があったときは，当該申請に係る書類

の審査及び必要に応じて行う現地調査等により，補助金を交付するか否かを決定す



るものとする。

２  前項の規定による審査等の結果，補助金の交付を決定したときは，その決定内容

（交付条件を付したときは，その決定内容及び条件）を新潟市緑化地区等への生垣等

設置費補助金交付決定通知書（第４号様式）により，それぞれ申請者に通知するもの

とする。

（決定の変更等）

第１０条 申請者は，規則第１０条の承認を受けようとする場合には，次の各号に掲げる書

類を市長に提出するものとする

（１）新潟市緑化地区等への生垣等設置費補助金変更交付申請書（第５号様式）

（２）生垣等設置計画書（第２号様式）

（３）生垣等設置案内図・計画図（第３号様式）

（４）事業の実施場所の現況写真（事業着手前）

（５）事業に要する費用の見積書

（６）申請者と事業の実施場所の所有者が異なる場合は，当該所有者の承諾書

（７）その他市長が必要と認める書類

２  市長は，前項の規定による承認をする場合において，当該申請者に係る交付決定額

等の交付内容及びこれに付した条件を変更することができる。

３  市長は，前項の規定による変更をした場合は，新潟市緑化地区等への生垣等設置費

補助金変更交付決定通知書（第６号様式）により，申請者に通知するものとする。

（実績報告に係る添付書類）

第１１条 申請者は，事業終了後速やかに規則第１３条の規定により次の各号に掲げる資

料を市長に提出するものとする。

（１）新潟市緑化地区等への生垣等設置費補助金実績報告書（第７号様式）

（２）着工前及び完了後の写真

（３）領収書又はこれに代わるものの写し

（４）その他市長が必要と認める書類

（交付確定）

第１２条 市長は，前条に定める実績報告書等を受理し，その内容が適正であると認めたと

きは，交付すべき補助金の額を確定し，申請者に新潟市緑化地区等への生垣等設置費

補助金交付確定通知書（第８号様式）により通知するものとする。

（交付決定の取消し）

第１３条 市長は，交付決定の後，交付決定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認め



たときは交付決定を取り消すことができる。

（１）偽りのその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。

（２）交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。

（３）前各号に掲げるほか，市長が特にその必要があると認めたとき。

（補助金の返還）

第１４条 市長は前条の場合において既に補助金を交付した交付決定事業に対して，期限

を定めて補助金の返還を命ずるものとする。

（生垣等の保全）

第１５条 補助金の交付を受け生垣等を設置した者は，少なくとも５年間はその保全に努

めるものとする。ただし，市長が特別な事情があると認めた場合は，この限りではな

い。

（その他）

第１６条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。

 （この要綱の失効）

２ この要綱は，平成３３年３月３１日限り，その効力を失う。

（新潟市樹木配付事業実施要綱の廃止）

３ 新潟市樹木配付事業実施要綱（昭和５２年１月２０日制定）は，廃止する。

 （新潟市生垣設置奨励助成金交付要綱の廃止）

４ 新潟市生垣設置奨励助成金交付要綱（平成６年４月１日制定）は，廃止する。

（新潟市生垣設置奨励助成金交付要綱の廃止に伴う経過措置）

５ この要綱の施行の日前に，前項の規定による廃止前の新潟市生垣設置奨励助成金交付

要綱第７条の規定によりなされた実績報告に係る助成金の支払い及び助成金の交付を受

け設置した生垣の保全については，なお従前の例による。


